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コメの小売店での販売価格が連続して値上がりし、政府の備蓄米放出によっても販売価格が

高止まりしたままであり、消費者のコメ離れが危惧されたことから、公益社団法人日本農業法

人協会は、５月 12日から 19日に会員を対象とする「コメ生産に係る会員アンケート」を実施

しました。 

主食用米を生産する会員のうち 188社の回答によれば、会員の令和６年産米の販売価格は 2

万円～2.5万円（玄米 60kg）が最多で、４千円（精米 5kg）を上回る消費者価格を８割が「高

い」と捉えており、更に全回答の５割超は「高すぎる」と捉えていました。会員の多くが消費

者と同じ危機感を持っていることが分かりました。 

農林水産省によれば、2023 年時の基幹的農業従事者約 116万人が、今後 20年間で 30万人ま

で激減する推計を公表しており、コメをはじめとする国産食料の安定供給が懸念される状況に

あります。 

稲作を行う当協会会員は、平均耕地面積は約 66ha（全国平均比 37倍）であり、農地の集約・

集積化・大区画化を更に推進し、将来にわたり国内でのコメ生産の安定化を図り、持続的に国

民への食料供給の責めを果たす必要があります。 

そのためには、需要と供給の安定化により適正な再生産価格が維持されるともに、消費者の

理解と協力を得ることが重要であると考え、上昇する生産コストを抑制するため経営の効率化

を図りながら生産性を上げ、需要に応じたコメの増産に取り組む所存です。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アンケートのトピックス 

ニュースリリース 
 

「コメ生産に係る会員アンケート」結果概要 

～令和６年産米の販売価格は 2万円～2.5万円が最多、消費者価格の高騰とコメ離れを危惧～ 

○ 令和６年産主食用玄米（１俵・60 ㎏平均・税込、以下同じ）の販売単価は、45.2％が

20,001～25,000円と回答しており最多、次いで 20.7％が 15,001円～20,000 円。この 2つの

価格帯で 65.9％を占める。 

○ 令和６年産主食用玄米の販売単価は、令和５年産米に比べて、「5,001円～10,000円増加し

た」が最多、次いで「１円～5,000円増加した」。この 2つの価格帯で 74.5％を占める。 

〇令和６年産主食用玄米の販売単価に比べて、令和７年産米は「上昇する（昨年比 30％未

満）」、令和８年産米は「下落する（昨年比 30％未満）」との回答が最多。 

○ 令和６年産主食用玄米の生産コストは、68.1％が令和５年産米に生産コストに比べて、「1.1

倍～1.5倍未満の幅で上昇した」と回答、次いで「1.5倍～2.0 倍未満の上昇した」の順。1.1

倍～2.0倍未満の幅で生産コストが上昇したとの回答が 87.2％を占める。 

〇消費者が購入している令和６年産米の価格について、生産者としての受止めについては、

53.7％が「高すぎる価格で流通している」と回答しており最多。 

〇今後５年間で 63.3％が作付面積を 10％以上増加する予定。増産に向けては「基盤整備された

優良農地の担い手農業者への集積・集約」が必要との回答が最多。 



【調査結果の概要】 詳細は後添「調査結果表」のとおり。 
① 令和６年産主食用玄米（１俵・60 ㎏平均・税込、以下同じ）の販売単価は、回答者の 45.2％が 20,001 円

～25,000 円、20.7％が 15,001 円～20,000 円の順。 
② 令和６年産主食用玄米の販売単価は、令和５年産米の販売単価に比べて、最多が 5,001 円～10,000 円増加

した、次いで１円～5,000 円増加したの順。 
③ 令和６年産主食用玄米の生産コストは、令和５年産主食用玄米の生産コストに比べて、最多が 1.1 倍～1.5

倍未満の上昇、次いで 1.5 倍～2.0 倍未満の上昇の順。回答者の 87％は 1.1 倍～2.0 倍未満となっている。 
④ 令和６年産の収支実績（見込みを含む）は、令和５年度の収支実績に比べて、最多が 30％未満の利益増

加、次いで 30％～50％未満の利益増加の順。利益が 50％以上増加した回答者は 11.7％にとどまる。 
⑤ 消費者が購入している令和６年産米の価格について、生産者としての受止めについては、最多が「高すぎ

る価格で流通している」で 53.7％、次いで「高いが適切な価格で流通している」で 30.9％の順。 
⑥ 令和７年産主食用玄米の販売単価は、令和６年産米の販売単価に比べて、最多が「30％未満上昇する」、

次いで「30％～50％未満上昇する」と「同じ」が拮抗している。 
⑦ 令和８年産主食用玄米の販売単価は、令和６年産米の販売単価に比べて、最多が「30％未満下落する」、

次いで「同じ」、「30％未満上昇する」の順で、認識が分かれている。 
⑧ 今後５年間で、コメ作付面積を現在よりもどの程度増加させるかとの問いには、最多が「1.1 倍～1.5 倍未

満」、次いで「変わらない～1.1 倍未満」、「1.5 倍～2.0 倍未満」の順。 
⑨ コメの生産の安定及び増産に向けてどのような取組や対策が必要か（複数回答）との問いには、最多が

「基盤整備された優良農地の担い手農業者への集約・集積」、次いで「適正で正確な作況指数の把握」、
「スマート農業の推進等による生産性の向上」の順。 

⑩ 稲作経営での今後の不安（複数回答）は、最多が「農業用施設の建築単価や機械の取得単価が高すぎ
る」、次いで「生産コストの大幅上昇」、「人手不足」、「生産過剰によるコメ価格の暴落」の回答が拮抗し
ている。 

⑪ コメの増産に向けての障壁・対応にはどのようなものがあるか（複数回答）との問いには、最多が「増産
に必要な機材、資材、人件費等が高騰していること」、次いで「必要となる労働力が確保できない・不足
していること」、「農地の集積・集約化・大区画化が進まないこと」が拮抗している。 

 
◆調査の実施概要  

（※）主食用米を生産していると回答した者を有効とした 

 

調査名 調査期間 調査方法 
調査票 

配布数 

有効 

回答数（※） 

国内のコメ生産に係る緊急

アンケート調査 

2025 年 5 月 12 日 

   ～5 月 19 日 
WEB 1,833 188 

【お問い合わせ先】 

公益社団法人 日本農業法人協会 総務政策課 政策担当 森（080-1271-3249）、紺野 

E-mail:seisaku@hojin.or.jp 

〒102-0084 東京都千代田区二番町９－８ 中央労働基準協会ビル１階 



コメ生産に係る会員アンケート

2025年5月

公益社団法人

日本農業法人協会

調査期間：2025年５月12日（月）～2025年５月19日（月）
調査対象：公益社団法人日本農業法人協会 正会員
調査方法：WEBによる回答
有効回答：188先（調査対象先数1,833先のうち主食用米の生産者）



■ 令和６年産主食用玄米（１俵・60㎏平均・税込、以下同じ）の販売単価は、回答者の45.2％が20,001円
～25,000円、20.7％が15,001円～20,000円の順。

■ 令和６年産主食用玄米の販売単価は、令和５年産米の販売単価に比べて、最多が5,001円～10,000円増
加した、次いで１円～5,000円増加したの順。

コメの販売価格と変動

1

令和６年産米の販売価格 （N=188）

コメ生産に係る会員アンケートΙ（公社）日本農業法人協会

１.

令和５年産米のからの変動幅 （N=188）

14

32

85

39

13

5

30,001円以上

25,001円～30,000円

20,001円～25,000円

15,001円～20,000円

10,000円～15,000円

10,000円未満

17.0%

45.2%

20.7%

6.9%

2.7%

0

10

32

72

68

6

0

20,001円以上上昇した

15,001円～20,000円上昇した

10,001円～15,000円上昇した

5,001円～10,000円上昇した

1円～ 5,000円上昇した

変わらない

低下した

3.2%

36.2%

38.3%

17.0%

5.0%

0.0%
7.4%

0.0%



■ 令和６年産主食用玄米の生産コストは、令和５年産主食用玄米の生産コストに比べて、最多が1.1倍～
1.5倍未満の上昇、次いで1.5倍～2.0倍未満の上昇の順。回答者の87％は1.1倍～2.0倍未満となっている。

■ 令和６年産の収支実績（見込みを含む）は、令和５年度の収支実績に比べて、最多が30％未満の利益増
加、次いで30％～50％未満の利益増加の順。利益が50％以上増加した回答者は11.7％にとどまる。

コメの生産コストと収支実績の変化

2

令和５年度と比べた生産コスト （N=188）

コメ生産に係る会員アンケートΙ（公社）日本農業法人協会

２.

令和５年度と比べた収支実績 （N=188）

3

36

128

19

2

2.0倍以上上昇した

1.5倍～2.0倍未満上昇した

1.1倍～1.5倍未満上昇した

変わらない

低下した

1.6%

19.1%

68.1%

10.1%

1.1%

22

47

73

26

20

利益が増加（昨年比50％以上）

利益が増加（昨年比30％～50％未満）

利益が増加（昨年比30％未満）

前年と同じ

利益が減少

11.7%

25.0%

38.8%

13.8%

10.6%



■ 消費者が購入している令和６年産米の価格について、生産者としての受止めについては、最多が「高す
ぎる価格で流通している」で53.7％、次いで「高いが適切な価格で流通している」で30.9％の順。

■ 令和７年産主食用玄米の販売単価は、令和６年産米の販売単価に比べて、最多が「30％未満上昇する」、
令和８年産主食用玄米の販売単価は、令和６年産米の販売単価に比べて、最多が「30％未満下落する」。

コメの消費者価格について

3

令和６年産米の消費者価格 （N=188）

コメ生産に係る会員アンケートΙ（公社）日本農業法人協会

３.

令和７年産米の販売単価 （N=188）

101

58

25

1

3

高すぎる価格で流通している

高いが適切な価格で流通している

適切な価格で流通している

安いが適切な価格で流通している

安すぎる価格で流通している

53.7%

30.9%

13.3%

0.5%

1.6%

9

30

97

29

14

2

0

7

上昇する（昨年比50％以上）

上昇する（昨年比30％～50％未満）

上昇する（昨年比30％未満）

昨年と同じ

下落する（昨年比30％未満）

下落する（30％～50％未満）

下落する（昨年比50％以上）

分からない

51.6%

令和8年産米の販売単価
2

8

33

35

56

15

6

33

上昇する（昨年比50％以上）

上昇する（昨年比30％～50％未満）

上昇する（昨年比30％未満）

昨年と同じ

下落する（昨年比30％未満）

下落する（30％～50％未満）

下落する（昨年比50％以上）

分からない

29.8%

（N=188）



コメの作付面積の変化と取組みや対策

4

今後５年間での作付面積 （N=188）

４.

12

14

93

60

9

2.0倍以上

1.5倍～2.0倍未満

1.1倍～1.5倍未満

変らない（変動幅が10％未満）

減少する

6.4%

7.4%

49.5%

31.9%

4.8%

134

101

82

72

68

29

29

基盤整備された優良農地の担い手農業者へ

の集積・集約

適正で正確な作況指数の把握

スマート農業の推進等による生産性の向上

農地の一層の有効利用に資するための農地

バンクの機能強化（法整備等）

コメの品種改良の推進

コメの海外輸出の推進

その他

複数回答（N=188）安定及び増産に向けての取組みや対策

■ 今後５年間で、コメ作付面積を現在よりもどの程度増加させるかとの問いには、最多が「1.1倍～1.5倍未満」、次いで
「変わらない～1.1倍未満」、「1.5倍～2.0倍未満」の順。

■ コメの生産の安定及び増産に向けてどのような取組や対策が必要か（複数回答）との問いには、最多が「基盤整備された
優良農地の担い手農業者への集約・集積」、次いで「適正で正確な作況指数の把握」、「スマート農業の推進等による
生産性の向上」の順。

コメ生産に係る会員アンケートΙ（公社）日本農業法人協会



■ 稲作経営での今後の不安（複数回答）は、最多が「農業用施設の建築単価や機械の取得単価が高すぎる」、次いで「生産
コストの大幅上昇」、「人手不足」、「生産過剰によるコメ価格の暴落」の回答が拮抗している。

■ コメの増産に向けての障壁・対応にはどのようなものがあるか（複数回答）との問いには、最多が「増産に必要な機材、
資材、人件費等が高騰していること」、次いで「必要となる労働力が確保できない・不足していること」、「農地の集
積・集約化・大区画化が進まないこと」が拮抗している。

コメの生産での今後の不安、障壁と対応について

5

稲作経営で今後の不安 複数回答（N=188）

コメ生産に係る会員アンケートΙ（公社）日本農業法人協会

５.

145

105

105

104

81

80

54

47

18

16

農業用施設の建築単価や機械

の取得単価が高すぎる

生産コストの大幅上昇

人手不足

生産過剰によるコメ価格の暴

落
コメ価格急騰による消費者の

コメ離れ
アメリカからのコメの輸入量

の増加
集落機能の崩壊による農業経

営の継続困難
規模拡大や経営安定に要する

資金調達
規模拡大のスピードが速すぎ

る

その他

障壁と対応について 複数回答（N=188）

139

101

101

66

54

45

36

24

21

17

増産に必要な機材、資材、人件費等が高騰してい

ること

必要となる労働力が確保できない・不足している

こと

農地の集積・集約化・大区画化が進まないこと

増産に要する具体的な政策の実施及び実施のス

ピード感に欠けること

保護主義的な価格政策・補助金依存から脱して経

営の安定化に向けた対策へ移行できていないこと

将来にわたり必要な資材の安定的な確保ができな

いこと

増産に向けて必要な資金が確保できないこと

水田を必要以上に畑地化すること

国を上げての輸出促進対策

その他
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